
６．⼯事範囲  (●印のついた⼯事種⽬が、本⼯事の⼯事範囲である。）

Ⅰ ⼯事概要

 １．⼯事名称

 ２．⼯事場所
Ⅱ ⼯事仕様

１．特記事項
 ３．⼯事内容 新営 （ ○ 新築 ・ ○ 増築 ・ ○ 改築 ） ・ ● 改修 ・ ○ （ ） （１） 章、項⽬は、番号の前に●印のついたものを適⽤する。適⽤しない項⽬等は、斜線、⼜は無印とする。

（２） 特記事項は、●印のついたものを適⽤する。
（１） 新営⼯事 ●印のつかない場合は、※印のついたものを適⽤する。

●印と※印がついた場合は、両⽅を適⽤する。
※印を適⽤しない場合は、○印に変えること。

（３） 本特記仕様書に選択項⽬がない場合は、空欄等に仕様等を記載する。
（４） 各章の特記事項にある（   ）内記載番号は下記による。

（建○．○．○）内の表⽰番号は、公共建築⼯事標準仕様書（建築⼯事編）の当該項⽬・図または表を⽰す。
（電○．○．○）内の表⽰番号は、公共建築⼯事標準仕様書（電気設備⼯事編）の当該項⽬・図または表を⽰す。
（機○．○．○）内の表⽰番号は、公共建築⼯事標準仕様書（機械設備⼯事編）の当該項⽬・図または表を⽰す。
（建改○．○．○）内の表⽰番号は、公共建築改修⼯事標準仕様書（建築⼯事編）の当該項⽬・図または表を⽰す。
（改電○．○．○）内の表⽰番号は、公共建築改修⼯事標準仕様書（電気設備⼯事編）の当該項⽬・図または表を⽰す。
（改機○．○．○）内の表⽰番号は、公共建築改修⼯事標準仕様書（機械設備⼯事編）の当該項⽬・図または表を⽰す。
（共○．○．○）内の表⽰番号は、公共建築⼯事標準仕様書（建築⼯事編）、（電気設備⼯事編）、（機械設備⼯事編）に
   共通の当該項⽬・図または表を⽰す。

（５） Ｇ 印は、⻑崎県の「環境物品調達⽅針」の特記調達品⽬を⽰す。
（６） 関係法令の改正等により（条例を含む）、⼯事内容が法令に抵触する恐れのあることを認識した場合には、

その対応について監督員と協議すること。
（７） 形状⼨法の単位は、特記した場合を除き、ミリメートルとする。

２．適⽤基準等
（１） 図⾯及び本特記仕様書に記載されていない事項は、次の基準による。

● 公共建築⼯事標準仕様書 （建築⼯事編） [ 平成31年版 ] 国⼟交通省⼤⾂官房官庁営繕部監修
● 公共建築⼯事標準仕様書 （電気設備⼯事編） [ 平成31年版 ] 〃
● 公共建築⼯事標準仕様書 （機械設備⼯事編） [ 平成31年版 ] 〃
● 公共建築改修⼯事標準仕様書 （建築⼯事編） [ 平成31年版 ] 〃
● 公共建築改修⼯事標準仕様書 （電気設備⼯事編） [ 平成31年版 ] 〃
● 公共建築改修⼯事標準仕様書 （機械設備⼯事編） [ 平成31年版 ] 〃
● 公共建築設備⼯事標準標準図  （電気設備⼯事編） [ 平成31年版 ] 〃
● 公共建築設備⼯事標準標準図  （機械設備⼯事編） [ 平成31年版 ] 〃
● 建築⼯事標準詳細図 [ 平成28年版 ] 〃

３．⼯事中の提出書類
● 設計図 Ａ1：1部、Ａ３縮⼩版：３部
● ⼯事週報 ● ⼯事打合せ簿 ● 納⼊仕様書 ● 施⼯図
● 監督員が必要とするもの
● 施⼯計画書

（１） ⼯事概要
（２） 実施⼯程表
（３） 現場組織表
（４） 施⼯体系図
（５） 主要⼯種
（６） 品質計画（品質⽬標、品質管理⽅針、重要管理項⽬、⼯種施⼯計画書,作成要領、検査⽴会項⽬等）
（７） 養⽣計画

（２） 改修⼯事 （８） 緊急時の体制及び対応
（９） 安全対策
（10） 環境対策
（11） 仮設計画
（12） 現場の就業時間
（13） 再⽣資源の利⽤の促進と建設副産物の適正処理⽅法
（14） 産業廃棄物処理フロー図

４. 官公署その他への⼿続き
● ⼯事の施⼯に必要な官公署その他への⼿続きは、速やかに⾏う。

  ○ 防⽔   ○ 防⽔   ○ 防⽔   ○ 防⽔   ○ 防⽔   ○ 防⽔   ○ 防⽔ ５. 産業廃棄物の⼀時保管
○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 現場内における産業廃棄物の⼀時保管をする際は掲⽰を⾏い適切に保管すること。
● 建具 ○ 建具 ○ 建具 ○ 建具 ○ 建具 ○ 建具 ○ 建具 ※掲⽰物の⼤きさ 縦60㎝以上 × 横60㎝以上
○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装
○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 ６. 原形復旧
● その他 ○ その他 ○ その他 ○ その他 ○ その他 ○ その他 ○ その他 本⼯事の施⼯に伴う既設の破損箇所は従来にならい復旧する。
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

７. ⽴会検査
監督員が必要と認める場合、⽴会い検査を受けなければならない。

８. 竣⼯検査
竣⼯前に下検査を受け、指摘事項等を全て完了させた後、竣⼯検査を⾏うものとし、
仮設物，諸機械・機材等は原則として全て撤去しなければならない。

９. 施⼯体制点検等への協⼒
受注者は、発注者・監督員が施⼯体制点検等を実施する時は、これに協⼒しなければならない。

設備概要 （●印のついたものを適⽤する）
10. 施設運営への協⼒

発注者は発注者から協⼒要請があるとき、本⼯事に⽀障が⽣じないように積極的に協⼒すること。
4．週休２⽇促進⼯事 ● （ 中央⽅式+個別⽅式 ）

● （ 吸収式冷温⽔発⽣機 ）
● 適⽤しない ○ 電気式 ・ ○ 電⼦式 ・ ○ デジタル式
○ 適⽤する （ ○ 発注者指定⽅式 ○ 受注者希望⽅式 ） なお、適⽤する場合は「現場説明書」週休２⽇促進⼯事によること。 ● タンク⽅式 （ ● 低置タンク+⾼置タンク⽅式 ・ ○ ポンプ直結⽅式 ）

○ 直結⽅式 （ ○ ⽔道直結⽅式 ・ ○ ⽔道直結増圧⽅式 ）
建物内の汚⽔と雑排⽔

５．⼯事の余裕期間 ○ 合流式（ ） 系統
● 分流式

※ 適⽤しない ポンプ排⽔
○ 適⽤する （ ○ 発注者指定⽅式 ○ 任意着⼿⽅式 ） なお、適⽤する場合は「現場説明書」余裕期間制度活⽤⼯事によること。 ● あり （ ● 汚物 ・ ● 雑排⽔ ・ ○ 湧⽔ ）

○ なし
排⽔槽

● あり （ 計画容量 ㎥）
○ なし

建物外放流先
（１） 汚⽔ （ ● 直放流下⽔管 ・ ○ 浄化槽 ）
（２） 雑排⽔ （ ● 直放流下⽔管 ・ ○ 浄化槽 ）

● 屋内消⽕栓設備 ・ ○ スプリンクラー設備 ・ ○ 泡消⽕設備
○ 連結散⽔設備 ・ ○ 連結送⽔管 ・ ○ 不活性ガス消⽕設備
○ （ ）
○ 都市ガス

種別 （ ） 供給圧⼒ （ ） Pa
⾼位発熱量 （ ） MJ/N㎥ 供給事業者名
低位発熱量 （ ） MJ/N㎥ （ ）

● 液化⽯油ガス
（注意）改修の場合は、既存概要を⽰す

4 5 6 7

⽤  途

2 3

建物名称

建築⾯積

階  数

構  造

Ｂ1 階

延床⾯積

塔屋 階

5 階

4 階

3 階

⽤       途

5

建物名称

3 4

計

階

特 記 仕 様 書
建築⼯事（⼯事種⽬） 建物番号 昇降機設備⼯事（⼯事種⽬） 建物番号

1 2 3 4 5

・

・

改修内容

階  数

延床⾯積

屋外
1 仮設⼯事 ●

3 4 5 6 76 7 屋外 1 2

2 ⼟⼯事
1 ⼀般エレベーター

ホテルセントヒル⻑崎煙突内アスベスト対策除去⼯事 3 地業⼯事
2 ⼀般油圧エレベーター

4 鉄筋⼯事
3 普及型エレベーター

5 コンクリート⼯事
4 ⾮常⽤エレベーター

⻑崎県⻑崎市筑後町4-10 6 鉄⾻⼯事
5 機械室レスエレベーター

7 コンクリートブロック、ALCパネル

9 ⽯⼯事
8 防⽔⼯事

及び押出成形セメント板⼯事

10 タイル⼯事

12 屋根及びとい⼯事
11 ⽊⼯事

14 左官⼯事
13 ⾦属⼯事

16 カーテンウォール⼯事
15 建具⼯事 ●

17 塗装⼯事
18 内装⼯事 ●

20 排⽔⼯事
19 ユニット及びその他⼯事

22 植栽及び屋上緑化⼯事
21 舗装⼯事

24
23 その他

26
25

2 階

1 階
6 7 屋外1

電気設備⼯事（⼯事種⽬）

2 動⼒設備
電灯設備 ●

3 4 5

建物番号

2
1

6 受変電設備
雷保護設備5

4 電熱設備
3 電気⾃動⾞⽤充電設備

8 発電設備
7 電⼒貯蔵設備

10 構内交換設備
構内情報通信網設備9

13 拡声設備
12 映像・⾳響設備
11 情報表⽰設備

16 監視カメラ設備
15 テレビ共同受信設備
14 誘導⽀援設備

防犯・⼊退室管理設備
19 ⽕災報知設備 ●

17 駐⾞場管制設備

20 中央監視制御設備

18

21 構内配電線路

23 その他
22 構内通信線路

6 7 屋外1 2 3 4 5
機械設備⼯事（⼯事種⽬） 建物番号

2 換気設備 ●
1 空気調和設備 ●

4 ⾃動制御設備
3 排煙設備

6 給⽔設備
5 衛⽣器具設備

8 給湯設備 ●
7 排⽔設備

9 消⽕設備

12 撤去⼯事 ●
11 ⾬⽔利⽤設備
10 ガス設備

14 厨房設備
13 浄化槽設備

15 ごみ処理設備

特 記 仕 様 書 （１）
設計年：令和４年２⽉

(株) 濵 ⾕ 設 計

⽅式及び種別 設備概要

濵⾕ 雄⼆
図⾯番号

設 計 者 ⽒ 名 図⾯名称 特記仕様書（１）
Ｍ−１

建 築 ⼠ 事 務 所 名 ⼯事名称 ホテルセントヒル⻑崎煙突内アスベスト対策除去⼯事

消⽕設備の種類

ガスの種類

空調⽅式
主要熱源機器
⾃動制御⽅式
給⽔⽅式

排⽔⽅式

21

ホテルセントヒル⻑崎

ホテル

地下1階,地上5階,塔屋1階

4987.426

・煙突内アスベスト除去、煙突
新設、それに伴う改修等

970.707

607.274

551.765

55.487

4,987.426

6 7

1

ホテルセントヒル⻑崎

ホテル

RC造

地下1階,地上5階,塔屋1階

㎡1,123.540

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

4,987.426

946.549

868.520

987.124



  1 ⼯事実績情報への 登録する ○ 引渡しを要するもの ○
登録 (共 1.1.4) ○ ⼯事請負代⾦が５００万円以上の場合 ○

○ 監督官が指⽰する場合 ○
○

● 2 書⾯の書式及び 「指⽰」、「承諾」、「協議」、「通知」、「提出」、「報告」等の事項について書⾯により取り交わし ○
取扱い (共 1.1.5) 整理するとされている内容については「⼯事打合せ簿（監督員が指⽰する様式）」を使⽤する ○

○
● 3 設備⼯事との 施⼯範囲 ○

取り合い (共 1.1.7) 図⾯に特記なき場合は、別表ー１（⼯事区分表）による ○
施⼯図等 ○

設備機器設置、取合い等が検討できる施⼯図を提出し、監督員の承諾を受ける ○
○

● 4 ⼯事の記録 ⼯事報告 ○
(共 1.2.4) 受注者は、当⽉の⼯事の全般的な経過を記載した「⼯事報告書」（監督官が指⽰する様式）を作成し、 ○

翌⽉５⽇までに以下の書類を添付の上、監督員に提出する。 ○ 現場において再利⽤を図るもの及び再資源化を図るもの ○
（１） ⼯事進捗状況報告書 ○
（２） ⼯事記録写真 ○

○
履⾏状況報告 ○

中間前⾦払いを選択した場合は、履⾏状況を所定の様式に基づき作成し、認定請求時に以下の書類を ○
添付の上、発注者に提出する。 ○
（１） 実施⼯程表 ●
（２） 出来⾼数量表 ○
（３） 完成部分の状況写真 ○

○ 特別管理産業廃棄物 ○
⼯事写真 ○

⼯事写真の撮影は、「営繕⼯事写真撮影要領」（令和3年度版）による。 ○
⼯事写真は原則、電⼦納品とし、併せて別途撮影対象表に定める概要版アルバムを１部提出すること。 ○
ただし、電⼦媒体での対応が出来ない場合は、監督官の承諾を受けて従来の⼯事写真帳でも可とする。 ○

●
● 5 電気保安技術者 適⽤する ●

(建・建改 1.3.3) ●
(電・機・電改・機改 1.3.2) ○

○ PCB使⽤機器の有無については、調査を⾏い結果を監督職員に報告する。
● 6 施⼯条件 ※ 下記以外は、「現場説明書」による。 ○ PCB使⽤機器は関係法令等に従い適切に処理する。

(建・建改 1.3.5) ● ⼯事⾞両の駐⾞場 ： ※ 構内 ・ ● （ 図⽰ ）   12 化学物質の 実施する
(電・機・電改・機改 1.3.3) ● 資材置場 ： ※ 構内 ・ ● （ 図⽰ ） ○ 引渡しを要するもの及び現場において再利⽤及び再資源化を図るもの以外は、構外搬出適切処理する。 濃度測定 (建 1.5.9) （１） 測定は、パッシブ型採取機器により⾏う。

○ 建設発⽣⼟（埋戻し、盛り⼟⽤）の仮置場 ： ※ 構内 ・ ○ （ ） (電 1.5.7) （２） 建物の⽤途により、以下の物質の室内濃度を測定すること。
  8 品質計画 (建・建改1.1.2） 施⼯計画書で⼯法を定める場合の⾵圧⼒の計算 (機 1.5.8) ○ 学校施設： ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、スチレン、エチルベンゼン、

● 7 発⽣材の処理等 ● 本⼯事は、「建設⼯事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成12年５⽉31⽇法律第104号。以下「建設 基準⾵速（V0) （ ） ｍ/ｓ (建改 1.6.9) パラジクロロベンゼン
(建 1.3.11) リサイクル法」という。施⾏令による分別解体等実施義務の対象⼯事であるため、同法に基づき分別解体等及び 地表⾯粗度区分 ○ Ⅰ ・ ○ Ⅱ ・ ○ Ⅲ ・ ○ Ⅳ (電改 1.6.8) ○ 学校施設以外： ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、スチレン、エチルベンゼン

(建改 1.3.12) 特定建設資材の再資源化等の実施について適切な措置を請ずる、 ○ 上記⾵圧⼒の１．３倍の⾵圧⼒に対する安全性を確保する (機改 1.6.9) （３） 測定対象室、測定箇所数は次のとおり。
(電・機 1.3.9) ただし、⼯事契約後明らかになったやむを得ない事情により、予定した条件により難い場合は、監督官と ○ 上記⾵圧⼒の１．１５倍の⾵圧⼒に対する安全性を確保する

協議するものとする。
適⽤⼯種

● 本⼯事は、建設リサイクル法等の対象⼯事外であるが、分別解体等及び特定建設資材の再資源化等について ○ ＡＬＣパネル（外壁、屋根）
適切な措置を⾏う ○ 押出成形セメント板（外壁）

○ 外壁⽯張（乾式）
⼯程ごとの作業内容 ○ ⻑尺⾦属板葺

○ 折板葺
○ アルミ笠⽊

○ １． 造成等 造成等の⼯事 ○ ガラスブロック   13 特別な材料の⼯法 ○ 標準仕様書に記載されていない特別な材料の⼯法は、当該製品の指定⼯法による
○ あり ・ ○ なし ○ シート防⽔（機械式） ○ 改修特記仕様書に記載されていない特別な材料の⼯法については、当該製品の指定⼯法とする

○ 屋上緑化システム
○ ２． 基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの⼯事 ○ （ ）   14 施⼯調査 施⼯数量調査

○ あり ・ ○ なし (建改 1.5.2) 調査項⽬ ○ 防⽔改修 ・ ○ 外壁改修 ・ ○ （ ）
● 9 環境への配慮 本⼯事の建築建物内部に使⽤する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、 調査範囲 ○ 図⽰による ・ ○ （ ）

○ ３． 上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の⼯事 (共 1.4.1） 次の（１）から（４）を満たすものとする 調査⽅法 ○ 打診及び⽬視による
○ あり ・ ○ なし （１） 合板、⽊質系フローリング、構造⽤パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ，パーティクルボード、 ○ （ ）

その他の⽊質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、 ○ 既存部分の破壊を⾏った場合の補修⽅法は図⽰による
○ ４． 屋根 屋根の⼯事 アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない⼜は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する

○ あり ・ ○ なし 「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使⽤する ● 15 完成時の 部数仕様 ハードファイルA4版（３部）
（２） 接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使⽤する 提出図書 （１） 完成図書

● ５． 建築設備・内装等 建築設備・内装等の⼯事 （３） 接着剤は可塑剤（フタル酸ジーｎ−ブチル及びフタル酸ジー２−エチルヘキシル等を含有しない (建・電・機 1.7.1) ※ 提出する ・ ○ 提出しない
○ あり ・ ● なし 難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使⽤する (建改・機改 1.8.1) （２） 建築物の保全に関する書類

（４） （１）の材料を使⽤して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、 (電改 1.11.1) ※ 提出する ・ ○ 提出しない
● ６． その他 その他の⼯事 アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使⽤したものとする （３） 完成図

（ ） ● あり ・ ○ なし また、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」は、次の通りとする ※ 提出する ○ 提出しない
（１）規制対象外 （４） CADデータ、PDFデータ

①建築基準法施⾏令第２０条の７第１項に定める第⼀種、第⼆種及び第三種ホルムアルデヒド発散 ※ 提出する ○ 提出しない
再資源化すべきもの 建築材料以外の材料 ● ⼯事中提出書類と⼯事完時提出書類等は全て、電⼦データ（PDF形式若しくはTIFF形式に変換）にし、

②建築基準法施⾏令第２０条の７第４項の規定により国⼟交通⼤⾂の認定を受けた材料 CDまたはDVDに記録し提出する  ３部   ※ 監督員の指⽰による
（２）第三種品

①建築基準法施⾏令第２０条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料 ● 16 完成図（施⼯図及び ● 公共建築⼯事標準仕様書（建築⼯事編）１．７．２（完成図等）によるほか、下記による
②建築基準法施⾏令第２０条の７第３項の規定により国⼟交通⼤⾂の認定を受けた材料 施⼯計画書を除く） ● 公共建築⼯事標準仕様書（電気設備⼯事編）１．7．２（完成図等）によるほか、下記による

（３）アスベスト含有建材 (建・電・機 1.7.2) ● 公共建築⼯事標準仕様書（機械設備⼯事編）１．７．２（完成図等）によるほか、下記による
本⼯事に使⽤する材料については、アスベストを含有しないものとする (建改・機改 1.8.2) ● 公共建築改修⼯事標準仕様書（建築⼯事編）１．８．２（完成図等）によるほか、下記による

(電改 1.11.2) ● 公共建築改修⼯事標準仕様書（機械設備⼯事編）１．８．２（完成図等）によるほか、下記による
● 10 材料・機材の品質等 同等以上の材料・機材等の使⽤ ● 公共建築改修⼯事標準仕様書（電気設備⼯事編）１．１１．２（完成図等）によるほか、下記による

(共 1.4.2） 本⼯事に使⽤する材料・機材等は設計図書に定める品質及び性能と同等以上のものを使⽤する
ただし、製造業者が記載されている場合に同等以上のものとする場合は、あらかじめ監督員の承諾を受ける ○ 上記以外の提出図書の種類及び記⼊内容

材料・機材等の品質及び性能
再資源化すべきもの以外 本⼯事において別表−２(材料、機材等の品質及び性能）に⽰す材料を使⽤する場合の材料・機材等の製造業者等は

次の（１）から（６）すべての事項を満たすものとし、この証明となる資料⼜は外部機関が発⾏する品質及び性能等が
評価されたことを⽰す書⾯を提出して監督員の承諾を受ける
（１） 品質及び性能に関する試験データを整備していること
（２） ⽣産施設及び品質の管理を適切に⾏っていること
（３） 安定的な供給が可能であること
（４） 法令等で定める許可、認可、認定⼜は免許を取得していること
（５） 製造⼜は施⼯の実績があり、その信頼性があること
（６） 販売、保守等の営業体制を整えていること ● 完成写真 提出する

● 11 技能⼠ 適⽤する 
(建・機 1.5.2) （ ●印は、適⽤作業。なお、指定のない作業についてもその活⽤を図るように努めること。） 外部 （ ） 外観正⾯ （ ）

(建改・機改 1.6.2) 内部 （ ）
外部 （ ） 外観正⾯ （ ）

● 内部 （ ）
○ 外部 （ ） 外観正⾯ （ ）
○ 内部 （ ）
○
○
○
○ 電⼦データは、RGB （フルカラー）、JPEG形式最⾼画質とし、CD−Rにて提出する
○
○ 完成写真の撮影は、以下のとおりとする。
○ ○ 建築写真の撮影実績があるもので、監督員が承諾する撮影者
○ ● 任意
○
○ ● 18 契約不適合責任点検 実施する・・・契約事項による契約不適合責任期間満了前に点検を⾏うので、受注者は⽴ち会うこと。
○ （瑕疵点検） 点検の時期：竣⼯後 （ ● ２年 ・ ○ １年 ）

上記に⽰す受⼊施設は参考であり、実施にあったっては関係法令を遵守し、適切な処理を⾏うものとする。 ○
なお、処分地の決定にあたっては、監督官と協議する。 ○

○

●
2
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章
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通
事
項
︵
続
き
︶

●
3
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章
共
通
事
項
︵
続
き
︶

とび とび作業

合成ゴム系シート防⽔⼯事作業

防⽔⼯事 防⽔施⼯ アスファルト防⽔⼯事作業
ウレタンゴム系塗膜防⽔⼯事作業

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ALCﾊﾟﾈﾙ ブロック建築 コンクリートブロック⼯事作業
・押出成形ｾﾒﾝﾄ板⼯事 ＡＬＣパネル施⼯ ＡＬＣパネル⼯事作業

鉄⾻⼯事

） 部

○ 電⼦データ １式

部

○ （ ） （

構造物鉄⼯作業
とび とび作業

コンクリート⼯事 コンクリート圧送

） 部

○ カラー 四切⽊製パネル （ ）

● カラー キャビネ版 ５箇所 （ 1
⼯事種⽬ 技能検定職種

17
分類・規格 撮影箇所 提出部数

種類 記⼊内容

冷凍空気調和機器施⼯作業

測定対象室 箇所数

熱絶縁施⼯作業（保温⼯事）
建築板⾦作業（ダクト製作及び取付）

植栽⼯事 造園 造園⼯事作業
機械設備⼯事 配管施⼯作業⼯事（配管⼯事）

鋼製下地⼯事作業

表装 壁塗装作業
配管⼯事 配管 建築配管作業

表具作成
建築板⾦

⽊製建具機械加⼯作業
アルミ製室内建具作成作業

建具⼯事

カーペット系床仕上げ⼯事作業
内装⼯事 内装仕上げ施⼯ プラスチック系床仕上げ⼯事作業

⾃動ドア施⼯ ⾃動ドア施⼯作業

サッシ施⼯ ビル⽤サッシ施⼯作業
ガラス施⼯ ガラス⼯事作業

カーテンウォール施⼯ ⾦属製カーテンウォール⼯事作業

建築板⾦ 内外装板⾦作業
左官⼯事 左官 左官作業

⾦属⼯事 内装仕上げ施⼯

⽊製建具⼿加⼯作業

アクリルゴム系塗膜防⽔⼯事作業

⽯張り作業
タイル⼯事 タイル張り タイル張り作業
⽊⼯事 建築⼤⼯ ⼤⼯⼯事作業

⽯⼯事 ⽯材施⼯

内外装板⾦作業
かわらぶき作業
スレート⼯事作業

屋根・とい⼯事

鋼製下地⼯事作業

ＦＲＰ防⽔⼯事作業

シーリング防⽔⼯事作業
改質アスファルトシートトーチ⼯法

塩化ビニル系シート防⽔⼯事作業
セメント系防⽔⼯事作業

技能検定作業
仮設⼯事

ビル⽤サッシ施⼯作業
ガラス⼯事作業

ボード仕上げ⼯事作業

塗装⼯事 塗装 建築塗装作業

舗装⼯事 路⾯表⽰施⼯ 溶融ペイントハンドマーカー⼯事作業
加熱ペイントハンドマーカー⼯事作業

○ （                 ）

○ （                 ）

処理⽅法

種類 処理⽅法 備考

○ PCB使⽤機器

○ （                 ）

○ 照明器具

○ （                 ）

備考

○ （                 ）

○ （                 ）

種類

○

引渡し場所 備考

○ ⾦属類

○ 電線・ケーブル類

種類 引渡し場所

蓄電池

鉄筋⼯事 鉄筋施⼯

鉄⼯
● ⾶散性アスベスト （ ） km

km（ガラス、陶磁器くず類） コンクリート圧送⼯事作業
型枠施⼯ 型枠⼯事作業

鉄筋組⽴作業

○ 廃⽯膏ボード

） km○ （

） km

○ （ ） km

○ （

（ ） km

（廃プラスチック類）

○ ⾮⾶散性ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材 （ ）

） km

○ ⾮⾶散性ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材 （ ） km

○ ⽊くず （

） km

○ 繊維くず （ ） km

○ ガラスくず、陶磁器くず （

（ ） km

○ 防⽔アスファルト （ ） km

項⽬ 特記事項

建 築 ⼠ 事 務 所 名 ⼯事名称

Ｍ−２

●
１

各
章
共
通
事
項

⼯程

ホテルセントヒル⻑崎煙突内アスベスト対策除去⼯事

図⾯番号
設 計 者 ⽒ 名

作業内容

⼯
程
ご
と
の
作
業
内
容

廃棄物の種類 施設名称 所在地 搬出距離

図⾯名称 特記仕様書（２）

）

章

（ ） km

○ 建設発⽣⽊材 （

km

○ アスファルト・コンクリート （ ） km

○ コンクリート塊

特 記 仕 様 書 （２）
設計年：令和４年２⽉

(株) 濵 ⾕ 設 計
濵⾕ 雄⼆

章 項⽬ 特記事項 章 項⽬ 特記事項

廃棄物の種類 施設名称 所在地 搬出距離

○

（

） km

● 鉄くず

廃プラスチック類



● 19 ⽕災保険等 契約事項により、⽕災保険に付さなければならない、⼯事⽬的物、⼯事材料（⽀給材料を含む）及び始期と （建改9.1.1） ● ⽯綿粉じん濃度測定     1 設計温湿度
終期は次のとおりとする。 測定時期、場所
ただし、次に掲げる単独⼯事については、付保を除外できる。

（１） 解体⼯事
（２） 植栽⼯事 ● 測定１ 処理作業前 処理作業室内 計 （ 1 ） 点
（３） 外構⼯事 ● 測定２ 調査対象室外部の付近 計 （ 1 ） 点
（４） ⽕災の恐れのない⼯事 ○ 測定３ 処理作業中 処理作業室内 計 （ ） 点   ● 2 煙道・煙突 （１） ばいじん量測定⼝、伸縮継⼿及び掃除⼝の位置は図⽰による。

また、契約時に保険証券の写しを契約担当者に提出すること。 ● 測定４ セキュリティゾーン⼊⼝ 計 （ 2 ） 点 （２） 鋼板製煙道厚 （ ● 3.2mm ○ 4.5mm ）
● 測定５ 集じん・排気装置の排出⼝ 出⼝吹出し⾵速 （３） ステンレス製煙突厚 （ ● 3.0mm ○ ）

（処理作業室外の場合） １ｍ/ｓ以下の位置  
計 （ 1 ） 点 ● 3 ダクト ● 低圧ダクト

● 測定６ 処理作業室内 ○ コーナーボルト⼯法（⻑辺の⻑さが1,500mm以下の部分） ● アングルフランジ⼯法
（補⾜） ○ 施⼯区画周辺 計 （ 1 ） 点 ○ ボックス接続部等において、納まり上施⼯が困難な場合はフレキシブルダクトを⽤いて良い。

⼯期を延伸した場合には、保険の期間も延⻑すること。 ● 敷地境界 計 （ 4 ） 点 ただし1,500mm以下とする。
なお、建設⼯事保険に付保した場合は、⽕災保険に付保したものと⾒なす。 ● 測定７ 処理作業後（シート養⽣中） 処理作業室内 計 （ 2 ） 点  

● 測定８ 処理作業後シート 処理作業室内 計 （ 2 ） 点
○ 測定９ 撤去後１週間以降 調査対象室外部の付近   ● 4 チャンバー （１） 内貼りを施すチャンバーの表⽰⼨法は外法を⽰す。

● 1 監督員事務所 ○ 設けない （２） 空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及びダクト系で消⾳内貼りしたチャンバーには、
(建 2.3.1) ● 設ける ● ⾯積規模 （ ）㎡程度設 点検⼝を設ける。なお、⼤きさは図⽰による。

(建改 2.4.1) ○ 既存建築物の⼀部を使⽤する ○ 監督員スペースと⼯事監理業務の職員スペースは （建改9.1.1） 測定⽅法 （３） 外壁に⾯するガラリに直接取り付けるチャンバー及びホッパーは⾬⽔の滞留のないように施⼯する。
間仕切り壁等で仕切る。 ● JIS K 3850-1に基づいた測定

● 設備、備品等については、監督員の指⽰による。     5 ダンパー （１） 防煙ダンパー 復帰⽅式：遠隔復帰式（定格⼊⼒はDC24V以下とする。）
（２） ピストンダンパー 復帰⽅式：遠隔式

● 2 ⼯事⽤⽔ 構内既存の施設 ● 測定１.２.４
※ 利⽤できない ・ ● 利⽤できる （ ※ 有償 ・ ○ 無償 ） ● 測定５   ● 6 保温及び消⾳内貼 ● 還りダクト（保温の厚さ 25mm、範囲は図⽰による。）

● 測定６.７.８ ● 外気取り⼊れ⽤ダクト（保温の厚さ 25mm、範囲は図⽰による。）
● 3 ⼯事⽤電⼒ 構内既存の施設 ● 測定6 ○ 膨張管及び膨張タンクよりボイラー等への補給⽔管の保温は、標準仕様書第２編３．１．４の温⽔管の項による。

※ 利⽤できない ・ ○ 利⽤できる （ ※ 有償 ・ ○ 無償 ） （敷地境界付近） ○ 建物内の空気抜き管の保温は、標準仕様書第２編３．１．５の排⽔管の項による。（エア抜き弁以降の配管は除く。）
● 本⼯事に必要な⼯事⽤電⼒の諸⼿続き等の費⽤は、すべて受注者の負担とする。 ○ 測定 ○ 空気調和設備、ファンコイルユニットの排⽔管の保温は、標準仕様書第２編３．１．５の排⽔管の項による。

○ （ ）
● 4 騒⾳・粉じん等の ○ 防⾳パネル （設置位置：図⽰） ○ 測定 ● 7 振れ⽌め 屋内機が天井吊形、カセット形で吊り⻑さ1,000mmを超える吊りボルトを⽤いて設置した場合は振れ⽌めを設ける。

対策 ● 防⾳シート （設置位置：図⽰） ○ （ ）

● 5 ⾜場その他 ● 建築改修⼯事の場合 ● ⾃動測定器による測定   ● 1 ダクト ● 低圧ダクト
(建改 2.2.1) 外部⾜場 ● 設置する（設置範囲： ● ⼯事に必要な範囲 ・ ○ （ ） ○ コーナーボルト⼯法（⻑辺の⻑さが1,500mm以下の部分） ● アングルフランジ⼯法

○ 機器接続部等において、納まり上施⼯が困難な場合はフレキシブルダクトを⽤いて良い。ただし1,000mm以下とする。
● 測定４ また、管材が硬質塩化ビニル製の箇所は、樹脂製フレキシブル継⼿とし、管材が⾦属性の箇所は、不燃認定品かつ

● ● 測定５ 耐⾷性に優れた⾦属製フレキシブル継⼿とする。
○ ● 外壁に給気⼝もしくは排気⼝を有するダクトは、屋内側に上り勾配とし⾬⽔侵⼊対策を講じる。
○ 測定時期、測定箇所は、施⼯時に⼯事監理者と協議し変更可能とする。 上記施⼯が困難な箇所においても、ダクト内部に⽌⽔板を取り付ける等の対策を講じる。
○ ○ 厨房系統の排気ダクト
○ 材質 ○ 亜鉛鉄板製 ○ ステンレス鋼板製

（建改9.1.3） ⽯綿含有建材の処理 板厚 ○ ダクトの⻑辺450mm以下は0.6mm以上
防護シート ● 設置する（設置範囲： ● ⼯事に必要な範囲 ・ ○ （ ） ○ ⽯綿含有吹付け材の除去 ○ ダクトの⻑辺451〜1,200mmは0.8mm以上

除去対象範囲 アングルフランジ⼯法とする
内部⾜場 ※ 脚⽴、⾜場板等 ・ ○ （ ） ※ 図⽰による（ ）

除去⼯法     2 ⾵量測定⼝ 取り付け位置は図⽰による
材料・撤去材等の運搬⽅法 ※ [９．１．３]（２）（ア）による

○ Ａ種 ・ ○ Ｂ種 ・ ○ Ｃ種 ・ ○ Ｄ種 ・ ● Ｅ種 除去した⽯綿含有吹付け材等の⾶散防⽌措置   ● 3 チャンバー （１） 内貼りを施すチャンバーの表⽰⼨法は外法を⽰す。
※ 湿潤化 （２） 空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及びダクト系で消⾳内貼りしたチャンバーには、

● 6 既存部分の養⽣ 既存部分の養⽣ ○ 固形化 点検⼝を設ける。なお、⼤きさは図⽰による。
(建改 2.3.1) ● ⾏う （養⽣⽅法： ※ ビニルシート、合板等による ・ ○ （ ） ） 除去した⽯綿含有吹付け材等の処分 （３） 外壁に⾯するガラリに直接取り付けるチャンバー及びホッパーは⾬⽔の滞留のないように施⼯する。
(機改 3.2.1) ○ ⾏わない ○ 埋⽴処分（管理型最終処分場）

既存部分の特別養⽣ ○ 中間処理（溶融施設⼜は無害化処理施設）
● ⾏う （設置範囲及び養⽣⽅法： ※ 図⽰による ・ ● （ ビニルシート、合板等 ） ） ● 1 ⽀持⾦物等 ダクト・配管等の⽀持⾦物及び吊り⾦物は本⼯事にて撤去する。
○ ⾏わない ● ⽯綿含有保温材の除去

既存家具、既存設備等の養⽣ 除去対象範囲 ● 2 アスベスト含有材料 下記の材料については施⼯前に、アスベスト含有材料の有無を調査し、監督官に報告する。
● ⾏う （養⽣⽅法： ※ ビニルシート、合板等による ・ ○ （ ） ） ※ 図⽰による（ ） アスベストを含有する場合は、「建築⼯事における建設副産物管理マニュアル」に従い適切に処理する。
○ ⾏わない 除去⼯法（ ）   アスベスト含有分析調査費 ● 本⼯事 ○ 別途

開⼝部の養⽣ ● 粉砕して除去 アスベスト含有材料撤去⽅法 ● 図⽰による ○
○ ⾏う （養⽣⽅法： ※ 合板張りによる ・ ○ （ ） ） ○ ⼿ばらし

（設置範囲： ※ 図⽰による ・ ○ （ ） ） 除去した⽯綿含有保温材等の処分 ● 3 発⽣材の処理 ● 特別管理産業廃棄物 （ ● 煙突⽤ライニング材 ○ ）の処理は、
○ ⾏わない ● 埋⽴処分（管理型最終処分場） （ ○ 別途 ● 構外搬出適切処理 ）とする。

固定された備品、机、ロッカー等の移動 ○ 中間処理（溶融施設⼜は無害化処理施設） ○ ⽯綿含有産業廃棄物 （ ○ 配管⽤成形保温材 ○ フランジ⽤ガスケット ）の処理は、
※ ⾏わない 処理を⾏う⽯綿含有保温材等の仕様等 （ ○ 別途 ○ 構外搬出適切処理 ）とする。
○ ⾏う(図⽰） ※上記以外の発⽣材は構外搬出適正処理とする。

  仮設間仕切り 仮設間仕切り等の種別 ○ ⽯綿含有保温材 （ ） ※ 図⽰（ ） ・ ○ （ ）
(建改 2.3.2) ● ⽯綿含有耐⽕被覆板 （ # ） ※ 図⽰（ ） ・ ○ （ ）

(電改・機改 2.2.3) ○ ⽯綿含有断熱材 （ ） ※ 図⽰（ ） ・ ○ （ ） ● 1 耐震措置 設備機器の固定は、次に⽰す事項を除き、すべて建築設備耐震設計・施⼯指針２０１４年版（独⽴⾏政法⼈建築研究所
せっこうボード厚９．５両⾯張り、 監修）による。
グラスウール充填厚さ（ ） ○ ⽯綿含有成形板の除去 （１） 機器の据付及び取り付け
合板厚９．０両⾯張り、 除去対象範囲 設計⽔平地震⼒は、機器の質量（⾃由表⾯を有する⽔槽その他の貯槽にあっては、有効質量）に、地域係数
グラスウール充填厚さ（ ） ※ 図⽰による（ ） １．０及び次に⽰す設計⽤標準⽔平震度を乗じたものとする。

除去した⽯綿含有成形板等の処分
○ ⽯綿含有せっこうボード ※ 埋⽴処分（管理型最終処分場） 設計⽤標準⽔平震度

○ （ ） ○ ●
○ ⽯綿含有せっこうボードを除く⽯綿含有成形板 ○ 埋⽴処分（管理型最終処分場）

○ 中間処理（溶融施設⼜は無害化処理施設） 機器
⽯綿含有建材除去後の仕上⼯事 防振⽀持の機器

● 図⽰による（ ） ⽔槽類
○ （ ） 機器

防振⽀持の機器
● 煙突⽤ライニング材 範囲 ⽔槽類

撤去 ● 図⽰による（ ） 機器
（⾼圧洗浄除去⼯法） ○ （ ） 防振⽀持の機器

仕様は以下による ⽔槽類
１） 最下部灰出し⼝部分及び煙突頂部の離隔養⽣を⾏う。 上層階の定義は次による。

最下部は洗浄⽔を受けるために防⽔シートを設ける。 ２〜６階建の場合は最上階、７〜９階建の場合は上層２階、１０〜１２階建の場合は上層３階、
２） 煙突の頂部、最下部のコンクリートを除去する。 １３階建以上の場合は上層４階とする。

頂部をは機械挿⼊⽤に蓋部分を撤去する。 中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないもの。
● ⽯綿含有建材の 施⼯調査 撤去時に⽯綿の⾶散がないように離隔養⽣した中で撤去を⾏うこと。 重要機器は次のものを⽰す。

除去⼯事 ● ⽯綿含有建材の事前調査 ⼯事着⼿に先⽴ち、⽬視及び貸与する設計図書等により⽯綿を含有している ３） 頂部より⾼圧⽔洗器具を挿⼊し、煙突⽤ライニング材を湿潤化させながら、除去作業を⾏う。 ○ 給⽔機器 （ ）
４） 撤去後は撤去⾯に⾶散防⽌剤を吹付ける。 ○ 排⽔機器 （ ）

吹き付け材、成形板、建築材料等の使⽤の有無について調査する。 ５） 最下部で⾼圧洗浄器具により撤去が困難な場所は⼿はつりにて撤去する。 ○ 換気機器 （ ）
（建9.1.1、３〜5） 調査範囲 ６） ⽯綿を含んだ洗浄⽔は固形化した上下で、密封処理及び梱包処理を⾏う。 ○ 空調機器 （ ）

※ 改修対象部位 ７） セキュリティーゾーン等の養⽣材を適切に除去する。 ○ 熱源機器 （ ）
○ 図⽰ 撤去後の撤去⾯の調査は、適切に⾏う。

貸与資料 ⽯綿の処理は、関係法令に基づき適切に処理する。 （２） 設計⽤鉛直地震⼒は、設計⽤⽔平震度の１/２とし、⽔平地震⼒と同時に働くするものとする。
○ （ ） セキュリティゾーンは、関係法令に基づき適切に設置する。

○ 分析による⽯綿含有建材の調査 煙突の頂部、最下部の撤去コンクリートは、⽯綿が付着したものとして適切に処分する。 ● 2 既存躯体への穿孔 既存躯体に穿孔する場合は、事前に埋設物調査を⾏う。または⾦属探知により電源供給が停⽌できる装置等が付属した
分析対象 穿孔機械を⽤いて施⼯する。

アクチノライト、アモサイト、アンスフィライト、クリソタイル、クロシドライト、トレモライト
分析⽅法 ● 1 電気⼯作物の種類 ● 事業⽤電気⼯作物 （ ○ 新設 ● 既設 ） ● 3 ⼯事⽤電⼒・⽔等 ⼯事に必要な⼯事⽤電気設備・給排⽔設備に要する費⽤及び電気・⽔道料⾦等は受注者負担とする。

※本⼯事で新設及び改修する⽔槽等の⽔張りや⽔替えに必要な⽔道料⾦も受注者負担とする。
○ ⼀般⽤電気⼯作物 （ ○ 新設 ○ 既設 ）

● 4 諸官公署⼿続 施⼯に必要な官公署その他への⼿続きは速やかに⾏う。また、⼿続き費⽤及び諸費⽤については受注者負担とする。
● 2 電気⼯事⼠ 各種関係法令に基づき、適正な有資格者（電気⼯事⼠等）により施⼯を⾏う。

また、最⼤電⼒５００ｋW以上の場合においても、第１種電気⼯事⼠により施⼯を⾏う。 ● 5 屋外及び多湿箇所の 屋外及び多湿箇所の⽀持⾦物は ● ステンレス製（SUS304）とする。
⽀持⾦物 ○ ステンレス製（SUS304）⼜は溶融亜鉛めっき製とする。

● 3 再使⽤機器 取り外した再使⽤機器は、清掃し性能確認のため絶縁抵抗測定を⾏う。 多湿箇所 ○ トイレ ○ 厨房 ○ PS ○ ピット ○ 浴室 ○ ○
サンプル数

１箇所あたり３サンプル ● 4 絶縁抵抗・接地抵抗 改修にかかわる電路は、施⼯前に絶縁抵抗及び接地抵抗を測定し監督員に報告する。
採取場所

○ 図⽰による（ ） ・ ○ （ ）

10
そ
の
他

●

粉じん相対濃度計（デジタル粉じん計）、パーティクルカウンター、繊維状粒⼦⾃動測定器
（リアルタイムファイバーモニター）等の粉じんを迅速に測定できる機器を⽤いた測定

25 5 30

●
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 ⽚⾯塗装
○ （ ）

材質 仕上げ

※ シート張り ―

※ 合板張り⽊製扉 程度

施⼯箇所⾯に枠組⾜場を設ける
Ｂ種 施⼯箇所⾯にくさび緊結式⾜場を設ける

●
6
電
気
設
備

2

各
章
共
通
事
項
︵
続
き
︶

4

○

○

7
種別

○

Ｃ種

仮
設
⼯
事

仮設扉

Ｂ種

Ｃ種

○ 合板厚９．０⽚⾯張り

○ せっこうボード厚９．５（内部⾯）＋合板厚９．０（外部⾯）

Ａ種
○

移動式⾜場を使⽤する

○ せっこうボード厚９．５⽚⾯張り

○

外部⾜場等
Ａ種

章 項⽬
●
3

終期

建築物 請負⾦額 着⼯前 ⼯期から１ヶ⽉後まで

特記事項

濵⾕ 雄⼆

⼯事名称 ホテルセントヒル⻑崎煙突内アスベスト対策除去⼯事

施⼯箇所⾯に単管本⾜場を設ける

○  ⽚⾯塗装

保険対象物 保険対象⾦額 始期

図⾯番号
設 計 者 ⽒ 名 図⾯名称 特記仕様書（３）

Ｍ−３

建 築 ⼠ 事 務 所 名

○  ⽚⾯塗装
○

Ｄ種 仮設ゴンドラを使⽤する
Ｅ種

種類

章 項⽬ 特記事項

120

47 10 240

環
境
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⼯
事

(

続
き

)

設計年：令和４年２⽉
特 記 仕 様 書 （３） (株) 濵 ⾕ 設 計

●
5

適⽤ 測定名称 測定時期 測定場所 測定箇所数（各施⼯箇所ごと）

適⽤ 測定名称 メンブレンフィルタ
直径（mm）

メンブレンフィルタ
直径（mm）

メンブレンフィルタ
直径（mm）

47 10

10

適⽤ 測定名称 測定⽅法

材料名 厚さ（mm） 処理を⾏う範囲

環
境
配
慮
型
改
修
⼯
事

冬季 ℃ ％ ℃

○

1

定性分析
JIS A  1481-1 または
JIS A  1481-2

○ （ ) 箇所

材料名

（ ) 箇所

●

○

中間階

●

2.0 1.5 1.5 1.0
2.0 2.0 2.0 1.5
2.0 1.5 1.5 1.0
1.5 1.0 1.0 0.6
1.5 1.5 1.5 1.0
1.5 1.0 1.0 0.6

1.0 1.0 1.0 0.6
1.5 1.0 1.0 0.6

地階及び１階
1.0 0.6 0.6 0.4

● 外気 屋内（調整⽬標）

空
気
調
和
設
備

⼀般系統 個別系統(⽬標値）
温度（DB) 湿度（RH) 温度（DB) 湿度（RH) 温度（DB) 湿度（RH) 温度（DB) 湿度（RH)

夏季 ℃ ％ ℃

⼀般の施設
重要機器 ⼀般機器 重要機器 ⼀般機器

％
％

℃ ％ ℃
％ ℃ ％ ℃

7

章 項⽬ 特記事項

8

撤
去
・
解
体
⼯
事

9

（ ) 箇所 （ ) 箇所

定量分析
JIS A  1481-３ または

JIS A  1481-4

●

換
気
設
備

機器種別 特定の施設

上屋階、
屋上及び塔屋

％


